

















































































































研究者名 名　辞 主　な　視　点 出　　　　　　　所
佐　藤　善　信 戦略的同盟 買手と売手の関係において，取引 「有力メーカーとパワー・リテーラーの戦略
の敵対的な関係から友好関係を強 的同盟（1）×（2）×（3）」『流通情報』第287－289，
調するようなパラダイムへの変換 1993年。
矢作敏行・小川 生・販統合 情報類・物類の目指した垂直的提 『生・販統合マーケティング・システム』白
孔輔・吉田健二 携を強調 桃書房，1993年。
矢　作　敏　行 垂直的戦略 戦略提携の視点 「『取引』から『提携』へ」『RIRA流通産業』
提携 第26巻第5号，1994年。








尾　崎　久仁博 チャネル・ 従来のチャネル研究の伝統的視点 「流通におけるパートナーシップ：その成功
パートナー 要因と不安定性」r同志社商学』第48巻第
シップ 1号，1996年。
出所：筆者が各資料から整理したもの。
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　そして最後に，この両活動領域のアブローチにかかわる共通テーマとして「製販統合」という概念
がある14。これは，メーカーとディーラー間における「情報の統合」と「意思決定の統合」とに重点
をおいた概念である。ここでいう情報の統合とは，「所有権統合や資本の統合とは異なる弱い統合で，
一般的な取引関係の中では公開されない生産情報や在庫・販売・店頭情報を相互に公開しあうことに
よってミクロ的な需給の効率化，在庫回転率の向上を目指すシステム」のことをいう。また意思決定
の統合とは，「メーカーと流通業者との緊密な結びつきを前提にしたもので，短期的な生産量調整な
どの問題だけではなく，設備投資を含めた長期的な意思決定に及ぶ統合」のことをいう。しかし花岡
菖・太田雅晴ら（1996）は，いわゆる製販統合（狭義）の基本目的は，「製品の企画，設計，製造，
販売サイクルをサービスのサイクルに極力近づけること」であり，具体的にはリードタイムの短縮，
顧客ニーズに合致した多様な製品やサービスの低廉な価格での提供などを目指すものであると主張し
ている15。この場合は製販統合という用語を使用しているものの，概念の内容と範囲においては第1
の生・販統合に近い議論の展開を進めている。
　このような三つの概念は，研究者によって様々な研究対象と多様なアプローチがなされたこともあ
るが，生産活動領域と販売活動領域間のより緊密なパートナーシップを通して目まぐるしい経営環境
の変化に対応していく努力として理解でき，また従来とは異なる傾向，すなわち支配・従属関係（非
対称的関係）から協調的関係（対称的な関係）へ，そして資本あるいは人的資源による硬い連結から
情報や機能的な統合による緩やかな連結にシフトしている点に注目していることを明らかにしてい
る。
　生産・販売ネットワークの概念を整理するにあたり，まず一般論としてのネットワークの定義に
ついて検討する。ネットワーク（network）の概念の規定には論者により様々なものがあるが，
AldrichとWhetten（1981）によれば，ネットワークとは，「あるタイプの関係によって結ばれたあ
らゆる単位の総合体（totality）」であると定義している16。そして企業間関係のネットワークの諸類
型，すなわち企業間関係または組織間関係のあらゆる類型を表すものとしては，Grandori（1987）
の「組織間関係の連続体」が有効性をもっているように思われる17。企業間関係の諸類型に関しては，
市場の「見えざる手（invisible　hand）」による競争関係という一方の極から，ヒエラルキー（hierar－
chy）の「見える手（visible　hand）」による権限関係という他方の極までの連続体のうち，中間部分
がその考察対象になる18。
　組織間（企業間）の連結関係については，E．　M．　Eisenberg（1985）の行った連結タイプ（linkage
type）と連結レベル（linkage　level）という二次元の分類を本稿では採用することとする19。第1の
連結タイプは，組織間が非物質的で象徴的な情報で連結されているか，あるいは有形の人材・金銭・
製品という資源（materia1）で連結されているか，に関する問題である。そしてこの次元は①情報タ
イプ②資源タイプ③情報と資源のオーバーラップ・タイプの三つに区分される。また，第2の連結
レベルの次元でいうと，①ある組織が別の組織の個人と情報あるいは資源の交換をする形態の個人的
レベルでの連結（personal　leve1），②当該組織を代表する単位レベルでの連結（representative
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level），そして③当該組織全体の制度的レベルでの連結（institutional　level）の三形態に分類するこ
とができる。このようなネットワーク組織に関する様々な定義や類型も多数あると考えられるが20，
本稿では今井賢一（1984）のいうところの「産業社会において中心的な役割を果たすものとして企
業ネットワークのそれぞれの単位が自立性を確保しながら，密接に相互作用し合って絶えざる革新を
生んで行き，その過程を通して相互関係の構造自体も不断に定義し直されて行くようなタイプ」のネ
ットワークに注目したい21。
　筆者が考えている生産活動領域と販売活動領域との間のネットワークについての全体的なイメージ
は次のようである。まず，生産活動領域から見ると，生産活動領域を製造と研究開発（R＆D）に分
けて分析する視点に立っているが，製造に関してはメーカーとサプライヤーとの間の関係も含まれ
る。これは上で取り上げた第1の「生・販統合」に比べれぽ，メーカーとサプライヤーとの関係，
そして研究開発までをも視野に入れた，より広範なアプローチになる。また販売活動領域においては
卸売業と小売業が含まれ，流通と販売に関するすべての要素が含まれている。しかし従来において
は，このような生産活動領域と販売活動領域との間で個別企業ごとに情報の流れと物の流れが別々に
認識され，二つの流れ自体も総括的にマネジメントされていなかった傾向があったと考える。そのう
え，組織間の関係においても製販同盟の現状から見られるように，より対称的な（symmetric）関係
への新しい進行を，これからの方向性として示している。さらに第3の概念「製販統合」の延長線
上にも立ち，生産活動領域と販売活動領域のすべての範囲を含む情報と意思決定の統合という観点か
ら議論を進める必要がある。生産活動領域のなかのメーカーとサプライヤーとの間の関係について
は，情報化の進展がもたらした最近の変化を中心に議論を展開したことがあるが（文，1998－a），本
稿では生産活動領域において研究開発（R＆D）までも含め，さらに販売活動領域との関係にまでも
広げたより広い視野での総体的な検討となる。
　また，このように総体的で包括的な視野を包摂するシステムを主導またはコントロールする主体と
して，中核企業（core　firm）がその役割を演じるようになる。この議論の展開は，経営環境に対応
できる企業競争力の強化という面でグローバルな視点に立って①ブラソド中心，②中核企業，③ネッ
トワークの形成の必然性を強調したMilgromとRoberts（1990）の主張に基づいている22。これら
の要件は，基本的に「現代の経済に特徴的な，大量に販売される種類の耐久財で，とりわけアセンブ
リー型の産業によって生み出される種類のものがどのようなシステムによって生産され流通されてい
るか」という問題とかかわる。浅沼（1997）によれぽ，こうした製品分野で個々の最終製品は，「そ
れにブラソドを付与している『中核企業（core　firm）』が他の企業との取引関係に入ることによって
作り出す企業のネットワークを通じて生産され，流通している」と主張している23。この「中核企業」
とは，特定のブランド（あるいは一組の複数のブランド）に責任を有する企業が他の諸企業と取引関
係を開始することによって作り出す多数企業のことである。現代の経済に特徴的な大量に販売される
耐久性の製造と販売における競争は，不可避的に，多数企業のネットワーク間の競争となる。日本の
自動車産業の場合にも，自動車メーカーが中核企業となり，資本関係としては独立しているフランチ
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ヤイズ契約などの機能的統合という形態で企業間ネットワークを形成している。
　以上，生産・販売ネットワークという概念について論述したが，実際にこれらの要件を充足してい
る概念として最近注目を浴びているサプライー・チーエソ・マネジメソト（Supply　Chain　Manage－
ment；SCM）もしくはベスト・プラクティス・アプローチ（Best　Practice　Approach）のコンセプ
トを取り上げたい。
　Tumer（1993）は，　SCMを，原材料のサプライヤーから製造，流通，そして最終消費者などの
多様なレベルまでを総体的な見地から，連結する技法（technique）であると定義した24。そして
SCMを通して得られる利益には，顧客サービスの増大，在庫水準の減少，流通セソターの統合促
進，在庫管理費用の低減などがあるが，さらにサプライ・チェーン統合（Supply　Chain　lntegration）
にトップマネジメソトの支持が不可欠であるという25。SCMは1990年代に入って米国で広がったが，
原型はトヨタ自動車の生産方式に見られるジャスト・イン・タイム（JIT）からヒントを得て，米国
企業がさらにより効率的なシステムとして構築したシステムという認識が一般的である。また，これ
は日本に逆輸入され，今後の日本の自動車産業やハイテク産業にも大きく影響を及ぼすであろう26。
特に，このSCMは在庫圧縮，納期短縮などの効果，という点ではトヨタ自動車のカンバソ方式と類
似であるが，情報通信技術をフルに活用する点が特徴として知られている27。
第2章日本の自動車産業におけるメーカーとディーラーとの関係
　以上において本稿は，生産活動領域と販売活動領域との間のネットワークをめぐる様々な概念を整
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L理し，より総体的で包括的な概念として生産・販売ネットワーク研究の新しい方向性を示したものが
SCMであることを明らかにした。本章では実際の日本の自動車産業におけるメーカーとディーラー
との関係を検討することによって，上で取り上げた三つの概念がいかに適用されているのか，また
SCMのこれからの適用可能性を検討する。
1．　日本の自動車販売システムの生成とその発展の歴史的な展開
　日本の自動車産業におけるメーカーとディーラーとの関係は，フラソチャイズ・システムによって
構成されている。このフランチャイズ・システムとは，「製造業者が，一般的に定められた地域にお
いて，特定の方法で製品を販売するという約束と引き替えに，ある販売業者に対して，製品業者の製
品やサービスを販売する権利を認める」28というシステムであり，また，両者の関係形成における歴
史的な展開を考察することは，現在の日本の自動車産業における生産活動領域と販売活動領域間の性
格づけ及び，今後の両領域間をめぐる変化への方向性を予測するのに役立つであろう29。
　日本の自動車産業におけるメーカーの販売店に対する出資率を検討することによって，経営支配権
をめぐるメーカーとディーラーとの間の関係を把握できる。図表2－1が示しているように，メーカ
ーによって多様な形態でメーカーとディーラーとの間の関係を形成している（1997年12月現在）。ト
ヨタ自動車と本田技研工業の場合，国内販売店に限っては，各販売店に対する出資率がほとんどゼロ
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図表2－1　日本の自動車産業におけるメーカーの販売店に対する出資率
企業グループ名 出　資　率　（国　内） 出　資　率　（海外）
トヨタ自動車 トヨタ店（0），トヨペット店（0），カローラ店
i0），オート店（0），ビスタ店（0）
米国トヨタ自動車販売（100），トヨタモータ
[セールスオーストラリア（100）ドイツトヨ
^（100）
日産自動車 日産サニー東京販売（100），日産プリンス東
梍ﾌ売（100），東京日産モーター（100），愛知
厲Y自動車（100），東京日産自動車（25）
東京日産自動車（100），カナダ日産自動車
i100）
本田技研工業 ホンダ四輪広島（0），ホソダクリオ新東京
i0），ホンダクリオ埼玉（0），ホンダベルノ新
結栫i0），ホソダベルノ愛知（0），ホソダ四輪
ﾌ売岡山（0），ホソダ四輪販売香川他国内122
ﾐ（0）
アメリカンホソダモーター（100），アメリカ
塔zンダモーターカソパニー（100），ホソダ
a[ターヨーロッパ（100），ホンダドイチェ
宴塔h（0），ホンダフラソスー（100），ホソダ
a[タードプラジル（100）
いすy自動車 神奈川いすy自動車（100），大阪いす冥自動
ﾔ（100），いすゴモーター東京（99．6），いす
Sモーター大阪（95），いす呈モーター中京
i100），東京いすy自動車（34．5），福岡いす
ヮｩ動車（100）
アメリカンいすゴモーターズ（80），いす父モ
[ターズアメリカ（100），スバル・いす讐オ
[トモーティブ（49），いすyゼネラルモータ
[ズオーストラリア（60）
出所：『企業系列総覧（98年度）』（週刊東洋経済臨時増刊）1997年12月，東洋経済新報社，67－70ページ。
であるが，それとは対照的に日産自動車といすx“自動車の販売店に対する出資率はほとんど100％に
近いことがわかる。また，ほとんどのメーカーが海外での販売店に対しては100％の出資率（直営的
な要素が強い）を示していることもわかる。
　しかし，このようなメーカーごとに異なる形態は，戦前におけるディーラーの形成経緯を辿ってみ
ることによって，その今日的な意味を確認することができる。日本における自動車産業のディーラー
展開の開始は，1920年代後半における日本フォード（1925年設立）と，日本GM（同1927年）によ
る全国的なディーラー網の形成からである30。図表2－2では日・米自動車産業における流通システム
の展開を示している。同図表が示しているように，日本と米国のディーラー・システムの展開は，経
営環境の差，特定の法律的な制定の有無，そして取引慣行の差などによって各々異なる方向へ進めら
れ，今日までに至っている。
　米国の場合，図表2－2が示しているように，1956年の「誠実法」（The　Good　Faith　Act）の制定を
契機にディーラー・フランチャイズ・システムをめぐるメーカーとディーラーとの間の関係に大きな
変化が生まれた31。米国は，1950年代において，GM，　Ford，　Chryslerといったビッグ・スリー（Big
Three）による強固な寡占体制の確立，朝鮮戦争の終結に端を発した過剰生産の表面化等という状況
にあった。市場争奪戦に直面した当時の米国の寡占的メーカーは，販売業者に対し排他的専属制
（exclusive　representation）を前提としたフランチャイズ解除の威嚇を背景に，一方的・専制的支配
力を行使した。しかしメーカーとディーラー間の利害衝突は，フラソチャイズ・システムをめぐるデ
ィーラーの経済的な闘争を生み，その後米国議会を舞台とした政治的闘争へと発展し，これが「誠実
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図表2－2　日・米自動車産業における流通システムの展開
〈アメリカ〉
「誠実法」の
施行（1956年）
?ー…
国團灘
?
ii、92。年代後半
｛?
〈日本〉
メーカーよるディーラーへの
援助・介入禁止
為脚”T－一一－T＿＿＿叩＿鴨＿㎜●＿＿＿＿
「10マイル法」
の施行
　　消費市場の急速な
目蜘97°年代）
U???????? ????…?
＿”，．、＿，＿一一－－＿＿＿＿＿＿＿＿」
i
目B
???????．
日米構造協議など
による外国の圧力
（1980年代後半） ?
公正取引委員会
による専売制規
定の削除指導
（1979年）
法」の制定に結実していった32。この法案の制定の背景にはフラソチャイズ解除を背景としたディー
ラーに対する寡占メーカーの支配力の行使と，これに対抗するディーラーによる地位改善のための立
法運動（集団的対抗）にあった33。この誠実法の制定の意義は，当時メーカーとディーラーとの間に
多くのフラソチャイズ紛争を惹起した両者の「交渉力の格差」を均等化させるためのものであった。
また，これはディーラーに対し訴訟しうる権利，メーカー側がディーラーとのフランチャイズ契約の
関係において「誠実（Good　Faith）」を欠いたため蒙った損害を回復しうる法的権利が認められるき
っかけとなったことに他ならない34。
　その後，メーカーに対するディーラーの独立性と自立性を維持する法的な装置として施行されたの
が，「10マイル法」とメーカーによるディーラーへの援助・介入に対する一連の禁止法案であった35。
　これは現在の日米間における流通システム格差を見出す決定的な要因ともなると考えられる。この
10マイル法はメーカーが新しいフランチャイズ権を与える時には半径10マイル以内にある既存の同
一ブランドのディーラー了承を得ることが規定になり，テリトリー制が行われていた。このような状
況でも，メーカー側は苦境に陥るディーラーをコントロールしようとする戦略と，それに対して援助
一45一
によっては公正な競争ができないと判断したディーラー側の自立性の確保への意志と対立したという
背景があったことに目を向けなけれぽならない。
　しかし，日本においては，同図表が示しているように，米国の「誠実法」の制定以前（1920年代
後半）に流通システムが導入され，米国のディーラー・システムとは異なる「排他的系列販売」，「排
他的ディーラー・システム」などの形で展開された。誠実法制定の以前に米国で横行したメーカーの
ディーラーに対する一方的・専制的支配力の行使は，当時の日本のディーラーに対しても適用の範囲
または方法において変わりはなかった36。
　このような米国メーカーによって先行的に形成された「排他的系列」チャネルは，1930年代半ぽ
以降にトヨタと日産によって受け継がれ，新たに変容し続けている37。日本においては，各県単位の
テリトリ・一が戦前・戦時・戦後を通じて継承され，またその下でのメーカー系列別の専売店は戦時中
に配給制度下の「日本自動車配給株式会社」（日配）と「地方自動車配給株式会社」（自配）へと転換
する中で消滅したが，その時にも潜在的な隠れた系列が存在しており，戦後にはまたそれが再度復活
した38。こうして，日本の排他的系列チャネルは上で日本フォードと日本GMのシステムをそのまま
トヨタと日産が「横取り」する形態で継承されたことを明らかにしたが，それもまた戦後において①
メーカー数の増加，②1メーカーのチャネルの復元化一トヨタの例をあげれぽ，トヨタ店，トヨペ
ット店，カローラ店等，③1県内部での1系列のチャネルの複数化一トヨタのカローラ店の例をあ
げれぽ，カローラ博多，カローラ福岡一などの新たな条件が変更・附加されている39。
2．　日本の自動車メーカーとディーラーとの間の長期継続的取引
　下川浩一（1987）によれぽ，日本の流通販売システムは系列的フランチャイズ・システムのもと
でのメーカーとディーラーの協力関係と結束の強さ，販売情報のフィードバックの速さ，そして徹底
したユーザー管理とサービスの結合といった利点があるとはいえ，訪問販売への過度の依存によるセ
ールスマン人件費の膨張やディーラー経営規模の大規模化による間接費の増加，景気や市場環境の変
化に対する柔軟な対応能力の欠如などの問題も存在しているという40。日本の自動車メーカーとディ
ーラーとの関係については，日米間の格差を比較することで明らかになる。日本と米国におけるメー
カーとディーラーの一般的な契約については，形式的にはフランチャイズ契約から排他的専属制が撤
廃されとはいえ，実質的には「一種の不文律」として強制されている41。米国の場合，ディーラーは
事業において自立的に自己責任をとる主体として行動し，時には取引メーカーの鞍替えや経営権の譲
渡も行っている。しかし，メーカーとディーラーとの相互独立性の度合いが高いとはいえ，排他的専
属制については，ディーラーがそれを受け入れている状況にある。これに対して，日本の場合，専売
条項が契約上から削除されたのは，最近のことである。1972年，78年，79年の時点でも専売事項は
明確に取引契約上に明記されていたが，その具体的な内容としては他社製品の取扱禁止を意味する
「メーカー間系列」と同一メーカーブランド内で取扱車種制限を示す「メーカー内系列」があった。
これらの条項は公正取引委員会による改定指導もあって改善措置をメーカー側が自主的に検討するこ
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とになったが，依然として取り扱い商品の限定という形で，「メーカー内系列」は残っていた42。
　また店舗設置の面から見ると，米国の場合，法的に1ディーラー権につき1店舗であるが，一人
の経営者が多店舗を運営することが可能になっている。これが意味することは，ディーラーの立場か
らみるとリスク分散の意味として非常に合理的であるし，ディーラー側からも優秀なディーラーを常
に求めることができる仕組みになっていることである。これに対して，日本の場合はメーカーとディ
ーラーとの取引関係は日本的経営システムの特徴とされている長期的取引慣行にしたがって形成され
ている。これは1ディーラー権に対して多店舗展開することができ，既存のディーラーがかなりの
資本蓄積を可能にする。すなわち，規模の経済性を享受できるようになっていることを意味する。し
かし，これは石橋貞男（1991）の指摘にもあるように，流通が系列化されることから生産者と消費
者の社会的統合をよりスムーズにするという，流通業資本の本来の社会的機能を奪うことになった
り，外国メーカーの新規参入を妨げたりするという面において，システムの公正さと透明性の問題が
問われるであろう43。このメーカーとディーラーとの長期的取引慣行は，人的販売を通ずるサービス
機能の重視と，メーカーとディーラーの長期的安定的信頼関係を軸とする系列販売によって推進され
てきたと思われる。
3．　1990年以降の自動車流通における新しい変化
　1990年代に入ってから新たな変化が生じている44。第1に，米国からの日本の排他的自動車流通に
対する全面的な批判の高まりである。これは特に日米構造協議で米国側から強く提起され，批判の的
になった。これは，専売制が緩かった米国では日本のメーカーが容易にディーラーを見つけたのに対
して，硬い専売制が守られている日本では米国のメーカーがディーラーを見つけられないことは不公
平であるという米国側の要求であった。しかし専売制は慣行として変化の動きは見られず，外国車の
販売においても日本のメーカーが自分の提携先の外資系メーカーの車を自分のディーラーも販売でき
るようにするなど，むしろメーカー主導の傾向を見せている。
　図表2－3は，1995年以降の日本の自動車販売をめぐる取引を表しているが，同図表から確認でき
るように日本メーカー先導による外資系メーカー乗用車の取引が主であることが分かる。第2は訪
問販売の衰退であるが，これはディーラー側と顧客側の立場の変化という二つの面で説明できる。
まず，ディーラー側は訪問販売という，きつい仕事に人材を獲得しにくくなったことである。また
消費者側も情報蓄積によって，米国でのような清潔なショールームをもったディーラーでの店頭販
売を好む傾向を見せているからである。第3に，低成長時代に突入し，メーカーも短期的利益を
無視した市場シェア争いを徐々に抑正するようになったということである。特にバブル崩壊後の現
状では，ディーラーの経営状態が悪化しているにも拘わらず，メーカーからの資本支配が強まってい
ない。
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図表2－3　販売活動領域における新しい取引の事例
対象系列（企業） 日　付 内　　　　　　　　容
トヨタ⇔VW，　Audi95．12．12静岡トヨタ自動車が沼津市に独フォルクスワーゲン，アウディ車販売店を開店
日産⇔フオード 96．3．19茨城日産自動車は米フォード・モーター車の販売開始で，フォードの車両供給
?ﾐであるオートラマと基本合意。
日産⇔BMW 96．7．2秋田県と岩手県の日産系ディーラーが共同で独BMW車の販売事業に参加（販
рﾌテリトリー制突破）
トヨタ 97．10．16トヨタ自動車は98年1月，販売のテリトリー制など長年の商慣行である系列デ
Bーラーの抜本改革に着手。
米オートパイエル 97．10．17米オートバイエル，インターネットを使った自動車販売仲介業の最大大手が日
{に進出。
日産 97．12．11ディーラーと結んでいる「特約店契約」を抜本的に見直す方針を決め，全国
P94社にディーラーに通告。メーカーとディーラーを対等の立場に位置づけ，
o方か果たすべき責任，役割をより明確に打ち出すのがねらいで，併せて販売
ｧ励金（インセソティブ）の配分にディーラー間の競争原理を導入。
出所：『日本経済新聞』（筆者が日付順に整理）
第3章　生産・販売ネットワークに及ぼした情報化の進展の影響
　ここでは情報化の進展が果たす役割と効果について検討する。私は，情報化の進展の効果として電
子的伝達効果，電子的仲介効果，電子的統合効果を取り上げ，情報化の進展が取引費用の節約，取引
資産特定性の希薄化，製品仕様の多様化への速やかな対応に導き，企業間（組織間）関係において内
部組織的な構造に近い形態から外部組織的な構造に近い形態の方向へ，すなわち，より緩やかな企業
間連結へとシフトさせることを確認した（文，1997）。
　これは0．E．　Williamsonの取引発生メカニズムを利用した議論の展開として，具体的に「限定さ
れた合理性」の拡大と，「情報の偏在」を希薄化する方向に働いて「不確実性」と「複雑性」への迅
速な対応を可能にすることによって，「代表的な情報交換」と「制度的情報交換」の水準を高めるこ
とを明らかにしたものである。そして取引資産特定性については，柔軟な生産技術によって，高度に
特定的な資産が，半特定的あるいは非特定的な資産の方向にシフトさせられることなどを情報化の進
展による変化として確認した。製品仕様の複雑性についてもデータベースと高周波帯域の電子的コミ
ュニケーションによって，伝統的様式と比較し，容易に複雑な多次元にわたる製品仕様の処理と伝達
を可能にして取引費用を節約できる結果を生み出したと見る。このような結論は激しい経営環境に対
応するための企業間の情報ネットワーク戦略として，また囲い込み型組織間情報ネットワーク戦略か
ら協調型組織間情報ネットワーク戦略へ移行する傾向として拡大される（文，1998）。その具体的な
例は1980年代中頃から現在までの日本の自動車産業の生産活動領域（メーカーとサプライヤーとの
間）における情報技術と通信技術の一層の発展をツールとした日本の自動車産業の脱系列化の促進
と，品質と価格のみを考慮に入れたメーカーの新たな企業戦略である。
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　このような情報化の進展の動きは，生産・販売ネットワークにも影響を及ぼしている。図表3－1
は生産・販売ネットワークにおける全体的なイメージを示したものであるが，同図表のなかでは情報
の流れと物の流れの方向が示されている。販売活動領域から生産活動領域に流れている情報を中核企
業が主導し，協調的組織間情報ネットワークをツールにしている。しかも，このシステムの構築は
1980年代中頃に威力を発揮したSIS（strategic　information　system）のような囲い込み型組織間情報
ネットワークではなく，情報システムの参加メンバーの退出も自由に行うことができるものとして過
去のものとは異なる態様を表している。
図表3－1情報面から見た生産・販売ネソトワークのイメージ
ロ－－’－－ロ－－’－ロ　コ－‘－－i
一゜一’一゜一’P
　　　；
販売活動領域
L．一．一．一＿9＿一．一．一．＿騨．＿．一．一＿＿＿．＿．＿一．一．＿一．J
②計画・管理情報
、
おわりに
　以上のように，私は，生産・販売ネットワークについての既存の「生・販統合」・「製販同盟」・「製
販統合」という三つの概念を整理し，より総体的・包括的な概念の必要性を論じることができた。第
1の生産活動領域においてメーカーとサプライヤー間の関係以外に研究開発（R＆D）までも含めた
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こと，第2の製販同盟の現状から見られるように，より対称的な関係への新しい進行，さらに第3
の生産活動領域と販売活動領域を全体的に視野に入れた情報・意思決定の統合を目指している。そし
て，最近の具体的な例として注目を浴びているSCMの必要性について若干論述することができた。
　日本の自動車産業における生産活動領域と販売活動領域との間のネットワークを対象にした結果，
生産活動領域においては，メーカーとサプライヤーとの間における情報化の進展によるトヨタなどの
「世界最適調達」のようなグローバルな展開が進められるものの，メーカーとディーラーとの関係に
おいては未だにメーカー主導による排他的ディーラー・システム，すなわち長期継続的な関係を前提
とする硬い連結の水準にとどまり，緩やかな連結へのシフトの動きはまだ見られないという結論をつ
けることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜注＞
1浅沼万里は日本の企業間関係に関する既存の研究は狭い視野のものであると批判し，新たな枠組みの必要性を
　主張した。（出所：浅沼万里『日本の企業組織革新的適応メカニズム』東洋経済新報社，1997年，143－161ベ
　ージ。）
　　また一寸木俊昭は戦後日本の企業経営と企業社会の変貌について議論を展開しながら，日本的特質論からの
　脱却の強調している。彼の最近の研究では，日本社会と企業経営の変化とともに経営学にもグローバルな時代
　に即応し，かつ成熟段階の経済学・社会的特質を考慮したものが必要であるという。言い換えれば，日本的経
　営論の成果を継承しながら，より普遍性のある理論を目指すべきであるとしている。（出所：一寸木俊昭「経
　営学の歴史と現在一戦後日本の企業経営と企業社会の変貌一」r経営志林』第34巻第2号（1997年7月），83－
　87ページ。）
2岡本博公『現代企業の生・販統合一自動車・鉄鋼・半導体企業一』新評論，1995年，13－24ページ。岡本博公
　「生産・販売統合システムの発展」r日本経営学誌』〈創刊号〉，1997年，48－56ページ。
　　またトヨタもしくは日産と販売業者および部品メーカーを結ぶ情報システムに関する資料としては，門田安
　弘『新トヨタシステム』講談社，1991年，156－176ページを参照。また，日産自動車を研究対象として取り上
　げたものとしては福井幸男「経営戦略と情報システムの有効性一日産自動車の生産・販売統合システムー」『商
学研究』第44巻　第1号，1996年6月，13－34ページを参照。
3浅沼万里は生・販統合とは異なる生産と流通のコーディネーショという用語を使っている。
　出所：浅沼万里「グローバル化の途次にある企業間ネットワークの中での生産と流通のコーディネーション」
　青木昌彦／ロナルド・ドーア編『システムとしての日本企業』NTT出版，1995年。
4大量生産システムに多品種・多仕様生産を組み込むことは難しいと岡本は指摘している。彼によれは，生産す
　る製品の種類が多くなれぽなるほど，個々の生産プロセスでの効率性を確保することが困難となる。つまり，
　具体的には「多品種・多仕様生産を企画するとこれだけの条件変更，金型交換やロット組みに伴う段取り替え
　が頻繁に必要となり，その分だけロスタイムが拡大する」といっている。また生産に必要な全体的な生産過程
　は，多数の企業間の生産過程の有機的な連繋の下で行われるため，大量生産と多品種・多仕様生産とを同時並
行的に実現するのはより困難になるという。
　　また，需要予測の正確さと納期短縮との矛盾がある。つまり，実際の生産のプロセスには，計画時間（生産
　計画および生産指示が行われる時間）と，生産のリードタイム（実際の加工時間＋加工順を待つ時間）が存在
　し，大量生産と多品種・多仕様生産という矛盾する状況では，高度のフレキシビリティを実現するのが難しい
　という。（出所：岡本博公（1995），前掲書，13－16ページ。）
5これらの矛盾する二つの観点の問題は，マーケティングの研究領域においても以前から論じられている。L．
P．　Bucklin（1965）が提唱した「延期一投機の原理（The　principle　of　postponement　and　speculation）」それで
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　あるが，詳細な内容については以下の書物を参照。（参照：Alderson，　W．，Marketing　Behavibr　and、ErecutivelAc－
　tiOn，　Richard　D．　Irwin，1957，　pp．423－427！石原武政他訳『マーケティソグ行動と経営者行為』千倉書房，1984
　年，488－493ページ。／二瓶喜博「流通における情報技術の発展と売手概念，商品概念の拡張一一延期・投機概念
　および交変系概念をてがかりに一」『明大商学論叢』第78巻第1・2・3号，1996年3月，1－38ページ。）
6岡本はある自動車企業の生産・販売統合システムを1990年代前半と1994年以降構築されている新しいものとを
　比較した最近の論文が岡本博公「生産・販売統合システムの発展」『日本経営学会誌』創刊号，1997年，48－56
　ページである。
7このOES（order　entry　system）は国によってその適用範囲と機能する精度の差がある。またイギリスおよび
　アメリカでは日本とは異なってオーダーパソク・システム（order　bank　system）という名称で用いられて
　いる。これはメーカーがディーラーから注文を集める方法に差がある。つまり，イギリスおよびアメリカの自
　動車のメーカーは各社とも，ディーラーからの注文を該当する車両の現実の生産が始まるに先立って受取り，
　貯蔵しておくために，2段階のオーダー・バンク（情報ファイル）を持っている。より詳しい内容については
　浅沼万里（1997），前掲書，325－328ページを参照。
　　またOESの体系は運用に関しては以下のものを参照。
　岡本博公（1997），前掲書，48－56ページ。／岡本博公（1995），前掲書，52－78ページ。下川浩一「日米自動車
　産業の流通販売システムの国際比較と今後の自動車流通の革新」『経営志林』，第24巻　第2号，1987年，7－
　10ページ。
8伊藤浩憲「CIMと情報ネットワーク」『情報ネットワーク社会論』青木書店，1994年，203－204ページ。
9岡本博公（1997），前掲書，50－52ページ。
10J．　C．　Anderson　and　J．　A．　Narus，“A　Model　of　Distributor　Firm　and　Manufacturer　Firm　Working　Partnerships”，
　loumal　Of　Marketing，　Vo1．54，　January　1990，　p．40．／伊藤友章「製販同盟とマーケティング・チャネルにおける
　組織間関係の検討」r商学研究論集』第4号（1995年），15－34ページ．／矢作敏行・小川孔輔・吉田健二r生
　・販統合システムマーケティングシステム』白桃書房，1993年。
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